
 

日  時 会  場 

平成３０年４月９日（月） 

10:00～11:00 

シンフォニア岩国 大会議室 

岩国市三笠町 1丁目 1-1(TEL 0827-29-1600） 

平成３０年４月９日（月） 

14:00～15:00 

周南総合庁舎 さくらホール 

周南市毛利町 2丁目 38（TEL 0834-33-6411） 

平成３０年４月 10日(火） 

10:00～11:00 

山口県産業技術センター 多目的ホール 

宇部市あすとぴあ 4丁目 1-1（TEL 0836-53-5050） 

平成３０年４月 10日(火） 

14:00～15:00 

下関市民会館 中ホール 

下関市竹崎 4 丁目 5-1（TEL 083-231-6401） 

平成３０年４月 11日(水） 

10:00～11:00 

サンライフ萩 多目的ホール 

萩市大字土原 526番地（TEL 0838-26-1333） 

平成３０年４月 11日(水） 

14:00～15:00 

山口県健康づくりセンター 多目的ホール 

山口市吉敷下東 3丁目 1-1（TEL 083-934-2200） 

 

１ 開 会 

 

２ 内 容 

（１）工事における低入札価格調査内容の厳格化について 

（２）総合評価方式における履行確実点の導入について 

（３）低入札価格調査制度における調査基準価格の算定式改正（工事） 

（４）低入札価格調査制度における調査基準価格の算定式改正（業務） 

（５）その他 

   ・週休２日モデル工事の試行運用について 

   ・建設リサイクルに係る利用システムの変更について 

  

３ 閉 会 

 

 

入札・契約制度の改正等に係る説明会 

次  第 



 

 

入札・契約制度の改正等概要 

 

 

趣旨 

 ◇現行入札制度において、適正な利潤の確保が懸念される調査基準価格 

未満の落札が大半を占めている状況に鑑み、競争性を確保しつつ、適正 

な価格での入札を促進するため、入札・契約制度の見直しを行う。 

   

背景及び現状と課題 

◇調査基準価格未満での落札件数が大半(約７８％ ２０２／２６０件) 

◇「労務者への適切な賃金水準の確保」、「適正な額による下請契約の締結」、

「工事の安全性及び品質の確保」等に必要な費用が得られていない状況  

    

【改正（案）】 

 ○工事における低入札価格調査内容の厳格化 

  ⇒ 適正な施工体制と工事内容に適合した履行を確保 
 

○総合評価方式における履行確実点の導入 

⇒ 低価格入札を排除し、適正な価格での入札を促進 

 

  

    公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な確保・育成 

 

【その他の改正（案）】 

○低入札価格調査制度における調査基準価格の算定式改正 

 

実施時期 平成３０年５月１日 
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１ 工事における低入札価格調査内容の厳格化 

 

（１）趣旨 

労務者への適切な賃金水準の確保、適正な額による下請契約の締結、工 

事の安全及び品質の確保が、より確実に履行されるよう、低入札価格調査 

を厳格化するとともに、配置技術者の追加等を義務付ける措置を実施する。 

なお、調査の厳格化に伴い判断基準額は廃止となる。                             

 

（２）内容 

項目 調査内容 

①適切な賃金水準

の確保 

○元請及び下請業者の労務者への賃金が計画※１どおり適

正に支払われているか、工事完了後、労働基準法に基

づく賃金台帳等により確認。 

②適正な額による

下請契約の締結 

○下請の見積金額を明示した工事費内訳書及び一次下請

業者からの見積書添付を義務付け。 

○上記見積書等と施工体制台帳に添付された下請契約書

の写しとの総額の整合性を確認。 

③安全管理及び品

質確保 

○専任が義務付けられていない請負金額 3,500 万円※２未

満の工事は、主任技術者を専任で配置。 

○専任が義務付けられている請負金額 3,500 万円※２以上

の工事は、監理技術者又は主任技術者と同等の技術者

を専任で１名追加配置。 

※１ 低入札価格調査時に提出する労務者の確保計画  

※２ 建築一式工事は、7,000万円  
 

（３）適用対象工事 

   全ての工事（ただし、解体工事を除く） 

 

 

 

※ 実施時期：平成３０年５月１日 
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工事における低入札価格調査内容の厳格化に伴う 

提出資料の変更について 
 

工事における低入札価格調査内容の厳格化に伴い、以下の提出書類を追加します。 

 

     調査対象者は、厳格化に伴い、新たに以下の資料「●」を提出することとなります。 

ただし、調査対象者と契約する場合は、別途資料「■」の提出が必要となります。 
 

番号 様   式 
現 行   

（判断基準額 

適用工事の場合） 

平成 30年 5月 1日以降 

調査対象者※ 
調査対象者と

契約する場合 

2 低入札価格調査表 ○ ○  

- 工事費内訳書 ○   

2-1 工事費内訳書（表紙）  ●  

2-2 工事費内訳及び見積額  ●  

3 手持工事の状況 ○ ○  

6-1 手持資材一覧表  ●  

6-2 購入予定資材一覧表  ●  

7 手持機械の状況  ●  

4 労務者の確保計画 ○ ○  

8-1 安全対策の計画(安全衛生教育計画)  ●  

8-2 安全対策の計画(点検計画)  ●  

8-3 安全対策の計画(仮設設置計画)  ●  

8-4 安全対策の計画(交通誘導員配置計画)  ●  

9-1 品質確保の計画(技術者等の配置計画)  ●  

9-2 品質確保の計画(品質管理計画)  ●  

9-3 品質確保の計画(出来形管理計画)  ●  

10 過去に施工した公共工事  ●  

11 建設副産物の搬出予定地  ●  

5 下請予定業者の状況 ○ ○  

写し 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書  ●  

12 低入札技術者選定届   ■ 

13 下請負契約の変更に関する理由書   ■ 

14 労務者の確保計画の比較表   ■ 

※ 調査基準価格を下回った入札を行った入札者  
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様式　２

入札者 住所

氏名 印

工 事 名 工事場所

入札価格

○契約にあたっては、次の事項を実施します。
内容

①完成検査合格後２ヶ月以内に、労務者の確保計画の比較表を提出する。

②請負金額3,500万円未満の工事の場合、主任技術者を専任で配置する。

③請負金額3,500万円以上の工事の場合、監理技術者又は主任技術者と同等の技術者を専
任で１名追加配置する。

※　特に工事の品質、下請契約、労働条件、安全対策の適正確保の事項等に
  ついても記載すること。

低　入　札　価　格　調　査　表

１　その価格で入札した理由
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様式２－１

入札者 住所

商号又は名称
 

印

工事名

工事場所

工事費内訳書

○下請負人及び見積額の記入を要する場合は、全ての一次下請予定者
  からの見積書の写しを添付してください。

（表紙）
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元請負人 下請負人-1 下請負人-2 下請負人-3 下請負人-4

a建設（株） b建設（株） c建設（株）

100 50 40

単位 数量 金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円）

本工事費

道路改良 式 1 15,150,000 11,650,000 3,500,000 0

道路土工 式 1 4,150,000 650,000 3,500,000 0

掘削工 式 1 1,150,000 650,000 500,000 0

掘削 ｍ３ 5000 1,150,000 650,000 500,000 0

路体盛土工 式 1 3,000,000 0 3,000,000 0

路体（築堤）盛土 ｍ３ 750 3,000,000 0 3,000,000 0

擁壁工 式 1 11,000,000 11,000,000 0 0

プレキャスト擁壁工 式 1 11,000,000 11,000,000 0 0

プレキャスト擁壁 ｍ 70 11,000,000 11,000,000 0 0

舗装 式 1 10,500,000 2,000,000 0 8,500,000

舗装工 式 1 10,500,000 2,000,000 0 8,500,000

アスファルト舗装工 式 1 10,500,000 2,000,000 0 8,500,000

上層路盤（車道・路肩部） ｍ２ 4000 2,000,000 2,000,000 0 0

表層（車道・路肩部） ｍ２ 4000 8,500,000 0 0 8,500,000

**直接工事費** 25,650,000 13,650,000 3,500,000 8,500,000

技術管理費 75,000 75,000 0 0

技術管理費 式 1 75,000 75,000 0 0

技術管理費 式 1 75,000 75,000 0 0

情報共有システム利用料 式 1 75,000 75,000 0 0

安全費 300,000 300,000 0 0

安全費 式 1 300,000 300,000 0 0

安全費 式 1 300,000 300,000 0 0

交通誘導員 式 1 300,000 300,000 0 0

共通仮設費率分 2,800,000 1,600,000 400,000 800,000

**共通仮設費計** 3,175,000 1,975,000 400,000 800,000

**純工事費** 28,825,000 15,625,000 3,900,000 9,300,000

現場管理費 5,855,000 3,550,000 1,325,000 980,000

**工事原価** 34,680,000 19,175,000 5,225,000 10,280,000

一般管理費率分 2,400,000 1,400,000 400,000 600,000

契約保証費 8,000 8,000 0 0

一般管理費計 2,408,000 1,408,000 400,000 600,000

**工事価格** 37,088,000 20,583,000 5,625,000 10,880,000

**消費税相当額** 2,967,040 1,646,640 450,000 870,400

**工事費計** 40,055,040 22,229,640 6,075,000 11,750,400

**契約保証費計** 8,000 8,000 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

様式２－２

商号又は名称

所要工期(日数）

費目・工種明細など 規格１・規格２

工事費内訳及び見積額

全ての一次下請予定者
について記入すること 

入札価格と同額とすること 

一次下請予定者から見
積を徴取する際は、下請
予定者が負担すべき法
定福利費想定額などの
必要経費を適切に計上
するよう促すとともに、提
出された見積書の内容を
反映して記載すること。 

それぞれの見積書を添付すること 

工事数量総括表に記載されている項目を漏れ
なく記載すること。 
（規格１・規格２の欄を除き記入漏れがある場
合は失格とする場合がある。） 

記 入 例 
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当  初 

変  更 

 

 

１２ 低入札技術者選任届 
 

 

平成   年   月   日 

 

  

             様 

 

                 受 注 者 

                   所 在 地       

                   商号又は名称 

                   代表者氏名       

                   建設業許可番号（   許可）第     号 

 

１ 工 事 名                                  

２ 工 事 場 所                                       

３ 請 負 金 額                          円 

４ １次下請合計（予定）金額              円 

                  

 

上記の工事については、次のとおり低入札技術者を選任したので提出します。 

 

名  称 氏   名 資  格  名 資格者証番号 

低入札技術者    

 

注 「資格者証番号」欄は、主任技術者及び専門技術者にあっては当該資格に係る合格証明書 

等の番号を、監理技術者にあっては監理技術者資格者証の交付番号を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査対象者と契約する場合の措置】      

 ○ 技術者の専任が義務付けられている請負金額3,500万円（建築一式工事は、7,000万円）以
上の工事の場合、当該工事の監理技術者又は主任技術者と同等の要件を満たす技術 

者（低入札技術者）を専任で１名追加配置することを義務付ける。 

 ○ 低入札技術者は、他の工事の主任技術者、現場代理人等と兼ねることはできない。 

 ○ 低入札技術者は、当該工事の現場代理人を兼ねることができない。 

 ◎ 当該調査資料の未提出等の不適切な事案が認められた場合、工事請負約款に基づく 

是正措置の請求や指名停止等の措置を講じることがある。 

 

 

監理技術者資格者証(写し) 

貼付欄 

様式１２ 
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様式１３ 

１３ 下請負契約の変更に関する理由書 
 

                           平成  年  月  日 

 

                様 

 

             住 所             

             商号又は名称 

             代表者氏名                              印               

 

 この工事について，低入札価格調査において予定していた契約の相手方又は内容を変更し
て発注しようとする理由等は，次のとおりです。 

 

１ 工  事  名：                         

２ 工事箇所：                         

３ 請負金額：                         

４ 工   期：                         

５ 変更内容 

 
下請業者の 

商号又は名称 
所 在 地 

許可番号 

(許可年月日) 
許可業種 契 約 内 容 

契約金額 

(見積金額) 
技術者氏名 技術者資格 

変更前   

国土交通大臣 

 知事 

般･特     号 

（H  ・  ・  ） 

  

千円 

 
 イ・ロ・ハ 

変更後   

国土交通大臣 

 知事 

般･特     号 

（H  ・  ・  ） 

 

 千円 

 
 イ・ロ・ハ 

※１ 許可番号については，必要なものを○で囲むこと。 

２ 許可業種は，下請業者の有する許可のうち，当該下請工事に必要な業種のみを記載すること。 

３ 技術者資格は，建設業法第７条第２号イ・ロ・ハのうち該当するものの記号を○で囲むこと。 

６ 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 変更の理由がやむを得ないと認められる合理性を客観的に証明する資料等を添付すること。 

 

(注) １ 変更後の下請業者の許可証及び許可申請書又は変更届出書の写しを添付すること。 

  ２ 変更後の契約内容を確認できる資料（見積書の写し等）を添付すること。 

  ３ 記載事項に変更が生じた場合は，速やかに変更理由書を再提出すること。 

  ４ 実際に下請契約を締結した場合は，土木工事共通仕様書に基づき，施工体制台帳を提出すること。 

 

【調査対象者と契約する場合の措置】 

 ○ 受注者は、やむを得ず、低入札価格調査において予定していた契約の相手方又は内容を変 

更して発注しようとする場合は、あらかじめ下請負契約の変更に関する理由書（様式13）を 

発注者に届出なければならない。 

◎ 当該調査資料の未提出等の不適切な事案が認められた場合、工事請負約款に基づく是正措置の 

請求や指名停止等の措置を講じることがある。 

※理由を具体的に記載してください。 
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様式14

６）労務者支払額，員数及び平均単価の算出方法が確認できる資料を添付すること。　（提出資料チェックリスト参照）

工事名

b/a

労務者の確保計画の比較表

１）工種毎に，施工体系図に記入した全ての社について記載すること。

２）下請会社との関係・下請会社名等を記載すること。　（自社労務者の場合は、「自社」と記載すること。）

３）工事完成時(実績)の「平均単価b」の欄は、備え付けの賃金台帳等により個々の単価を割出し、職種毎に平均単価を記載すること。

４）「入札時(当初の予定)」の欄は、入札時の事情聴取時に提出した資料（低入札調査提出様式4，工事費内訳書等）と照合して記載すること。

　　工事完成時(実績)の「員数」欄は、工事日報による実働員数をを記載すること。但し、工種毎の職種の区分が困難な場合には、総合計の員数を記載すること。

５）当初と実績の単価が違う場合，備考欄に理由を記載すること。　（軽微な場合を除く）

下請会社との関係・下請
け会社名等

労務者
支払額

員数
平均単価

b
下請会社との関係・下請
け会社名等

〇〇工事

工　　種 職　　種

入札時（当初の予定） 工事完成時（実績）
実績/当初

備考単価
a

員数

記載要領

【調査対象者と契約する場合の措置】
  ○　受注者は、低入札価格調査を経て契約を締結した工事において、建設工事請負契約約款第31条第2項又は第6項に定める検査（完成検査）合格後２か月以内に、労務者
    の確保計画の比較表（様式14）を発注者に提出しなければならない。
  ◎　当該調査資料の未提出等の不適切な事案が認められた場合、工事請負約款に基づく是正措置の請求や指名停止等の措置を講じることがある。

合　　　　計
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２ 総合評価方式における履行確実点の導入 
 

（１）趣旨 

   工事内容を実現する確実性は、入札額の高低に関連があることは明ら       

かであり、その確実性の度合いが技術評価点に考慮されていないことから、

新たに工事の履行の確実性を評価する制度を導入する。 
 
（２）内容  

ダンピング受注を防止するため、工事の履行の確実性を評価し、技術評価

点に適切に反映させるために履行確実点を追加する。 
 

【落札者決定方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）履行確実点（５点） 

  ○ 適正な価格での入札を促進するよう設定 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（４）適用対象工事 

   全ての工事（ただし、解体工事を除く） 
 

（５）適用型式 

   全ての型式（特別簡易型、簡易型、標準型） 
 

※ 実施時期：平成３０年５月１日 

技術評価点 
＝ 評価値   ⇒ 評価値が最高の者が落札者 

価格 
 

［導入前］ 

  技術評価点＝標準点(100点)＋加算点(10～30点) 

  価格：入札価格 
 

［導入後］ 

  技術評価点＝標準点(100点)＋加算点(10～30点)＋履行確実点(5 点) 
 
  履行確実点：入札価格が調査基準価格未満の場合は０点とする。 

  価格：入札価格とするが、調査基準価格未満の場合は調査基準価格とする。 

現 行 改 正 

（判断基準額の廃止） 

予定価格 予定価格

厳格化約90%

調査基準価格 調査基準価格約92%
低
入

札
価

格
調

査

低
入

札
価

格
調

査

判断基準額

　　　　　　　　＜一般競争＞

100%

履行確実点

５点加点
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■ 総合評価方式における履行確実点導入後の評価値の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入後 

 

① Ａ社の入札額  は、調査基準価格以上であるため「履行確実点」が 

加点され、評価値が  となる。 
 

 ② Ｂ社の入札額  は、調査基準価格未満であるため「履行確実点」の 

加点がなく、評価値を算定する価格が調査基準価格となることから、 

評価値が となる。 
 

 ③ Ｃ社の入札額  は、調査基準価格以上であるため「履行確実点」が 

加点され評価値は  となる。 

 
⇒ 評価値  が最も高いことからＡ社が落札者となる。 

 
 
 
 
 

導入前 導入後

入札価格

予定価格

調査基準価格

標準点

技術評価点

基準評価値

評価値

Ａ

Ｂ
Ｃ加算点

判断基準額

落札者はＢ社

標準点＋加算点

入札価格
評価値（傾き） ＝

入札価格

予定価格

調査基準価格

標準点

履行確実点

技術評価点

基準評価値

評価値 Ａ

Ｂ

Ｃ

加算点

①

②

③

標準点＋加算点＋履行確実点

入札価格※

※入札価格が調査基準価格未満の場合は、調査基準価格とする。

評価値（傾き） ＝

落札者はＡ社
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総　合　評　価　入　札　方　式　に　関　す　る　評　価　調　書　 （例）

①地
域精
通度

品
質
管
理

受
注
者
が
提
案

す
る
事
項

項
目
計

施
工
実
績

工
事
成
績

優
良
工
事
表
彰

I
S
O
9
0
0
1

I
S
O
1
4
0
0
1

ｴ
ｺ
ｱ
ｸ
ｼ
ｮ
ﾝ

労
働
安
全
衛
生

標
準
見
積
書
活
用

項
目
計

保
有
資
格

施
工
経
験

継
続
学
習

技
能
士
等

項
目
計

地
理
的
条
件

応
急
対
策
等
活
動

地
域
活
動

県
内
資
材
活
用

県
内
企
業
下
請
活

用

A B C D C+D E

(C+D)/E×
1百万又は
(C+D)/F×
1百万

2 2 4 2 4 1 1 1 1 1 11 1 2 1 1 5 1 1 1 2 2 7

2 2 4 2 3 0 1 0 0 1 7 1 2 1 0 4 1 1 1 2 2 7

2 2 4 2 4 0 1 1 0 0 8 1 2 1 1 5 1 0 1 0 2 4

2 2 4 2 3 1 1 0 0 1 8 1 2 1 1 5 1 1 0 2 2 6

2 0 2 2 4 0 1 1 0 1 9 1 0 1 0 2 1 1 1 2 0 5

2 2 4 2 1 0 1 1 0 1 6 1 2 0 0 3 1 0 0 2 2 5

　　（注１）　この表中の「項目毎の換算点」・「加算点」・「技術評価点」・「評価値」については、計算上は四捨五入を行っていないが、表示上は表示桁の一桁下で四捨五入を行った表記となっている。

　　（注２）　評価値＝技術評価点÷入札書記載価格×1,000,000

　　（注３）　入札参加者の評価値の算定において、入札書記載価格が調査基準価格を下回る場合は、調査基準価格を用いて評価値を算定する。

入札方式 総合評価型式 開札日
Ｆ

発注機関名 工　　　　　　事　　　　　　名 工　事　箇　所

基準配点
20

評
価
値
順
位

平成○○年▽▽月▲▲日

予定価格（税抜き・円）

○○○線　道路改良　第2工区

125.000100

○○土木建築事務所 ○○市　○○地内 155,768,000 簡易型

項目等

技
術
評
価
点

入
札
書
記
載
価
格

評
価
値

項
目
計

標
準
点
＋
加
算
点

履
行
確
実
点

企　業　名

（１）企　業　の　技　術　力
（２）企業の地域精通度

・地域貢献度

加
算
点
（

換
算
点
計
）

標
準
点

2
120

10.000 2.545 3.200
0.821

落
札
者

備
考

①簡易な
施工計画

②企業の技術的能力 ③配置技術者の技術的能力 ②地域貢献度

項目換算点 10 4 4
5

3(株)○○組
項目毎得点

17.745 100 117.745 0
項目換算点

1 ○

2.000

(株)○○工業
項目毎得点

18.052 100 118.052

117.745 140,000,000

項目換算点 10.000 2.909 4.000 1.143
5 123.052 144,000,000 0.855

□□建設(株)
項目毎得点

18.623 100 118.623 －
項目換算点 10.000 2.909 4.000

156,000,000
予定価格を超過
したため、評価
値を算出しない

135,000,000 0.776 4

1.714

(有)□○建設
項目毎得点

11.301 100 111.301

2.182 2.400

項目換算点 5.000 3.273 1.600 1.429
0 111.301

145,000,000 0.835 2(有)△△組
項目毎得点

16.010 100 116.01
1.429

121.0105
項目換算点 10.000

条件付き一般競争入札

調査基準価格（円）

143,446,000

換算

合計

合計

（注３）

合計

●履行確実点は、次の基準により点を付与する。

予定価格≧入札書記載価格≧調査基準価格

履行確実点＝５点

入札書記載価格＜調査基準価格

履行確実点＝０点

入札書記載価格＞予定価格

履行確実点＝なし：「－」

●評価値は、次の算定式による。

入札書記載価格≧調査基準価格 の場合

入札書記載価格＜調査基準価格 の場合

×１百万評価値 ＝
標準点＋加算点＋履行確実点(5)

入札書記載価格

×１百万評価値 ＝
標準点＋加算点＋履行確実点(0)

調査基準価格
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参　考

①
山 口 県 入 札 情 報 ポ ー タ ル サ イ トに
入 札 公 告 を 掲 載

山 口 県 入 札 情 報 ポ ー タ ル サ イ トで
公 告 を 確 認

③ 入札参加申請書、技術提案資料作成

④ 入札参加申請書、技術提案資料受領

⑤ 電 子 入 札 受 付 ⑥ 電 子 入 札

⑦ 技 術 提 案 資 料 （ 加 算 点 ） 審 査

⑧ 開 札 ・ 落 札 保 留

⑨ 技術評 価点 及び 評価 値算 定・ 審査

⑩ 落 札 候 補 者 決 定

⑪ 落 札 候 補 者 の 入 札 参 加 資 格 審 査

⑫ 落 札 者 の 決 定 ⑬ 落 札

発　注　者 入札参加者

②

総 合 評 価 方 式 （ 事 後 審 査 ） の 入 札 公 告 か ら 落 札 者 決 定 ま で の な が れ

閲 覧

質 問

提 出

入 札

通 知
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３ 低入札価格調査制度における調査基準価格の算定式改正（工事） 

（１）工事（土木系機械・電気設備工事） 

ア 趣旨

機器単体費の調査基準価格への算入率を国の電気設備工事等の取扱い

に準じて改正する。 
イ 内容

調査基準価格算定式の改正（網掛け部分を改正） 

《現 行》 《改正後》 

直接工事費×１０／１０ 
機器単体費を除く直接工事費×１０／１０ 
機器単体費×９.２／１０ 

共通仮設費×９／１０ 共通仮設費×９／１０ 
現場管理費×８／１０ 現場管理費×８／１０ 
一般管理費×７／１０ 一般管理費×７／１０ 
上記の合計 上記の合計 

【参考】 予定価格に対する調査基準価格の割合は、現行と比べ約 0～4.3ポイント下降。 

工事種別 現行① 改正後② ②－① 

土木系  

機械・電気設備工事 
約 88.8～97.7% 約 88.8～93.4% 0～▲4.3ポイント 

※調査基準価格の割合は、平成 28年度工事での試算による。

※ 実施時期：平成３０年５月１日

（２）土木系機械設備工事及び土木系電気設備工事における読替え 
 直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等については、次のと
おり読み替えるものとする。 

ア 土木系機械設備工事

・直接工事費      ①－１             ①－２
＝（製作原価中の機器単体費を除く直接製作費＋据付工事原価中の直接工事費）

・機器単体費   ②
＝（直接製作費中の機器単体費）

・共通仮設費   ③－１        ③－２
＝（製作原価中の間接労務費＋据付工事原価中の共通仮設費）

・現場管理費   ④－１        ④－２          ④－３
＝（製作原価中の工場管理費+据付工事原価中の現場管理費+据付工事原価中の据付間接費

④－４ 
+工事原価中の設計技術費）

・一般管理費等  ⑤ 
＝（工事価格中の一般管理費等） 

イ 土木系電気設備工事

・直接工事費   ①
＝（工事原価中の直接工事費）

・機器単体費   ②
＝（工事価格中の機器単体費）

・共通仮設費   ③
＝（工事原価中の共通仮設費）

・現場管理費   ④－１       ④－２
＝（工事原価中の現場管理費＋工事原価中の機器間接費）

・一般管理費等  ⑤
＝（工事費中の一般管理費等）�
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③ 請負工事費の構成 

 請負工事費の構成は，次のとおりとする。 

 

 

請 負 工 事 費

工 事 価 格 工 事 原 価

消費税等相当額

製 作 原 価

据 付 工 事 原 価

設 計 技 術 費

一 般 管 理 費 等

 

 

１ 製 作 原 価 

 

 

製 作 原 価

直 接 製 作 費

材 料 費

間 接 製 作 費

純 製 作 費

間 接 労 務 費

機 器 単 体 費

労 務 費

塗 装 費

直 接 経 費

工 場 管 理 費
 

 

２ 据付工事原価        

 

 

据 付 工 事 原 価

直 接 工 事 費

輸 送 費

間 接 工 事 費

純 工 事 費
仮 設 費

材 料 費

労 務 費

塗 装 費

直 接 経 費

共 通 仮 設 費

現 場 管 理 費

据 付 間 接 費
 

 

土木系機械設備工事

①-1（直接工事費）
※機器単体費を除く

③-1（共通仮設費）

④-1（現場管理費）

④-4（現場管理費）

④-3（現場管理費）

（参考） 山口県標準設計歩掛表第Ⅸ編「機械設備」
（設計標準歩掛表（道路編・電気（電気通信）編・河川編・機械設備編）「請負工事費の構成」）

最低制限価格制度

（　　　　　　）は「山口県建設工事最低制限価格
制度実施要領」に基づく最低制限価格設定時の
際の読替

低入札価格調査

（　　　　　　）は「山口県低入札調査実施要領」に
基づく調査基準価格設定時及び見積内訳書審
査の際の読替

→ ②機器単体費

①-2 直接工事費

③-2共通仮設費

④-2現場管理費

⑤（一般管理費等）
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② 請負工事の工事費構成 

1 工事費の基本構成 

1－1 請負工事費の構成は、次のとおりとする。 

（1） 一般工事 

 

請負工事費 

工事価格 

消費税相当額 

機器単体費 

工 事 費 

工事原価 

一般管理費等 
 

(注) 製造請負の場合は、「請負工事費」を「設備費」、「工事価格」を「据付価格」、「工事」を

「据付」と読み替えるものとする。 

（イ） 機器単体費の内訳 

工場製作原価 

一般管理費等 

直接製作費 

材 料 費 

間接製作費 

製 作 費 

純製作費 

工場管理費 

間接労務費 

機器単体費 

 

（ロ） 工事費の内訳 

 

工 事 費 

工 事 原 価 純工事費 

直接工事費 

間接工事費 

一般管理費等 
機器間接費 

現場管理費 

共通仮設費 

 

土木系電気設備工事

④-2（現場管理費）

（参考） 山口県標準設計歩掛表第Ⅶ編「電気」
（設計標準歩掛表（道路編・電気（電気通信）編・河川編・機械設備編）「請負工事の工事費構成」）

最低制限価格制度

（　　　　　　）は「山口県建設工事最低制限価格
制度実施要領」に基づく最低制限価格設定時の
際の読替

低入札価格調査

（　　　　　　）は「山口県低入札調査実施要領」に
基づく調査基準価格設定時及び見積内訳書審
査の際の読替

①直接工事費

②機器単体費

→③共通仮設費
→④-1現場管理費

⑤一般管理費等

 
16



４ 低入札価格調査制度における調査基準価格の算定式改正（業務） 
 

（２）業務委託（測量、土木コンサル） 

ア 趣旨 

国が、平成２９年４月に算定式を見直したことに伴い、県もこれまでと同

様に国に準じて改正する。 
イ 内容 

調査基準価格算定式の改正（網掛け部分を改正） 

業務区分 《現 行》 《改正後》 
上下限値 

（変更なし） 

測  量 直接測量費 ＋ 測量調査費 

＋ 諸経費×4.5/10 

直接測量費 ＋ 測量調査費 

＋ 諸経費×4.8/10 

予定価格の 

6/10～8/10 

土木ｺﾝｻﾙ 直接人件費 ＋ 直接経費  

＋ その他原価×9/10  

＋ 一般管理費×4.5/10 

直接人件費 ＋ 直接経費  

＋ その他原価×9/10  

＋ 一般管理費×4.8/10 

予定価格の 

6/10～8/10 

  ※地質、建築コンサル、補償コンサルは変更なし 
 
【参考】予定価格に対する調査基準価格の割合は、現行と比べ約１ポイント上昇。 

業務種別 現行① 改正後② ②－① 

測  量 ７７．４％ ７８．６％ １．２ポイント 

設  計 ７８．７％ ７９．７％ １．０ポイント 

   ※予定価格 1000万円程度の業務委託 

 

 

 
※ 実施時期：平成３０年５月１日 
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５ その他 
 

 

   ・週休２日モデル工事の試行運用について 

 

   ・建設リサイクルに係る利用システムの変更について 
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週休２日モデル工事の試行運用

試行運用の要件

１．試行運用開始
平成３０年５月１日以降入札公告又は指名通知を行う工事

２．試行対象工事
原則、請負対象設計額3,000万円以上の土木一式工事（災害復旧工事は除く）、
かつ、施工時期及び現場条件（渇水期施工、交通規制等）に制約がない工事で発注
者が選定した工事

３．「週休２日」の定義
工期内において、原則、土曜日、日曜日を現場の休工日として現場閉所し、 現場
での作業を一切行わない。（やむを得ない場合、平日へ振替可）

４．実施方法
（１）発注者は、選定工事の工期を積上げにより算定し、現場説明書に週休２日

モデル工事の試行対象工事であることを明記し発注する。
（２）受注者からの工事着手前の協議により、当初契約工期の延伸が妥当である

と判断される場合は契約工期を延伸する。

５．確認方法
受注者からの履行報告書に添付されている工事工程表で実施状況を確認する。

６．評価方法
（１）週休2日の達成が確認された場合は、精算時に、設計変更にて間接工事費率

の補正を行い現場経費を補正する。
（共通仮設費率補正：1.02、現場管理費率補正：1.04）

（２）この場合、工事成績評定においては工程管理Ａの「休日の確保を行っている」
を評価する。
なお、達成できなかった場合であっても、減点は行わない。

５ その他
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① 試行対象工事として選定

② 工事費積算

③ 工期設定支援システム（山口県版試行）により、発注工事の工期を算定

④ 現場説明書の鑑に「週休２日モデル工事」の試行対象工事であることを記載

⑤ 工事発注

⑥ 工事契約により受注者確定

⑦
初回協議時に発注者の工期算定の考え方を説明し、工期設定支援システム

による工期算定根拠を手交

⑧
受注者は、発注者が設定した工期内で「週休2日」の確保が困難な場合は、工
事着手前までに、工期延伸が必要となる根拠資料を提出するとともに監督職員

と協議

⑨
監督職員は、受注者が示した根拠資料により工期延伸が妥当と判断すれば、

工期延伸の変更契約締結

⑩ 受注者は、週休２日を加味した計画工程表を施工計画書に添付して提出

⑪
受注者は、計画工程表に基づく「週休２日」の実施状況が判るよう毎月の

履行報告書に実施工程表を添付し提出

⑫

発注者は、準備期間を含み工期末から後片付け期間を除いた日まで、週休２日が確保され
ていることを確認できれば、週休２日達成とみなし、現場経費を補正する設計変更を行う。
※受注者の責において、週休２日が達成されなかった場合でも工事成績評定点の減点は
行わない。

⑬
週休２日の確保が確認できれば、工事成績採点の考査項目にある「２．施工状況」
-「Ⅱ．工程管理Ａ」にある「休日の確保を行っている。」をチェックし評価する。

⑭
受注者は、発注者からのアンケート調査に協力し、工事完成検査後２週間以内に

発注者に回答する。

「週休２日モデル工事」試行対象工事の発注から工事完成までの実施フロー

工

事

発

注

時

工

事

実

施

時

精

算

時
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建設リサイクルに係る利用システムの変更について 
 

 ● 再生資源利用（促進）計画書及び実施書の作成時に利用するシステムが 

以下のとおり変更となります。 
 
▼クレダス（ＣＲＥＤＡＳ） 

「国土交通省建設リサイクルデータ統合システム」：H30.3.31廃止 

      

▼コブリス（ＣＯＢＲＩＳ） 

「建設副産物情報交換システム」 

  
○「入札条件及び指示事項」改正 

第２ 指示事項 13 建設リサイクル 

(2) 受注者は、「建設副産物適正処理推進要綱」（平成 14年 5月国土交通省）、「建設廃棄物処理指針」 

（平成 23年 3月環境省）に基づき、「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」を作成し、 

施工計画書の「再生資源の利用の促進」に関する事項として監督職員に提出すること。また、工事完了 

後は、「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を作成し、監督職員に提出すること。 

再生資源利用（促進）計画書及び実施書は、原則として建設副産物情報交換システム（COBRIS）によ 

り作成することとし、工事完了後に工事登録証明書を提出すること。 

なお、COBRISにより作成できない場合は、技術管理課ホームぺージに掲載の「再生資源利用〔促進〕 

計画書・実施書」により作成することとし、工事完了後に「再生資源利用〔促進〕実施書」の EXCELデ 

ータを提出すること。 

※建設副産物情報交換システムを参照のこと。 

http://www.recycle.jacic.or.jp/ 

 ※網掛け部分が変更箇所 

○「ＣＯＢＲＩＳ」の概念図 
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○提出書類の変更点 

書類名 新 旧 

再生資源利用（促進）計画書 要 要 

再生資源利用（促進）実施書 要 要 

登録電子データ 不要 要 

工事登録証明書 要 不要 

・「CREDAS」では工事完了後に登録電子データを提出していたが「COBRIS」では不要となる。 

 ただし、工事登録を確認するため、工事登録証明書の提出が必要。 

○その他 

・「建設副産物情報交換システム（COBRIS）」の操作に要する費用については、Ｈ２９年度から

共通仮設費に率計上されている。また、ＪＡＣＩＣのＨＰによると、登録料、利用料につい

ては、Ｈ２９年度時点で未登録の場合、Ｈ３０年度は無料で利用できると明示されている。 

  ⇒ただし、平成３１年度からは年間利用料金が１事務所 8,640円必要と明示されている。 

・インターネット環境等物理的な要因で「ＣＯＢＲＩＳ」が利用できない場合は、技術管理課 

ＨＰ（様式集）に掲載している「再生資源利用（促進）計画書（実施書）」により提出するこ 

と。なおこの場合は作成した EXCELデータの提出が必要。 

・「ＣＯＢＲＩＳ」の操作方法については、「ＣＯＢＲＩＳ」のＨＰに操作マニュアルが掲載さ 

れているので参考としてほしい。 

  ⇒URL：www//recycle.jacic.or.jp 

○「ＣＯＢＲＩＳ」ＨＰ画面 
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